
集約化施業促進等経営支援対策
【７３０(２，０４４）百万円】

対策のポイント

施業集約化の加速化を図るため、集約化に取り組む事業体の育成と不在村森

林所有者への働きかけ等を強化し、持続的な林業経営と国産材の安定供給体

制を確立します。

＜背景／課題＞

・今後１０年間で人工林の約６割が利用可能な高齢級の森林に移行します。

・今後、主伐期を迎えるに当たって、林業への再投資により森林資源の循環利用を担

える林業経営体・事業体を育成することが必要です。

・提案型集約化施業の推進による事業量の増大への対応、私有林の約１／４を占める

不在村者の所有森林への森林施業の働きかけが喫緊の課題です。

政策目標

集約化施業に取り組む林業経営体・事業体が平成23年度末までに

全ての私有林をカバーできる体制を構築

＜主な内容＞

１．施業集約化・供給情報集積対策 ６１０（５２４）百万円

提案型集約化施業の取組を一層拡大するため、集合研修に加え、専門家の派遣やO

JT研修により「森林施業プランナー」の養成を加速化するとともに、不在村者に対

する森林施業の働きかけの強化等を実施します。

補助率：定額、１／２

事業実施主体：全国森林組合連合会等

２．リースによる高性能林業機械の導入促進対策 １２０（７０）百万円

高性能林業機械の導入手段の多様化と入手コストの軽減を通じた林業事業体の育

成と生産性の向上を図るため、リースによる導入を支援します。

なお、導入支援対象機種にハーベスタ、プロセッサ、スイングヤーダ、フェラー

バンチャのアタッチメントを追加します。

補助率：定額（リース料の８～１２％程度）

事業実施主体：全国木材協同組合連合会

お問い合わせ先： 林野庁経営課 （０３－３５０２－８０４８（直））




